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は じ め に

本冊子は、全６８都道府県・指定都市・豊能地区（大阪府）教育委員会（以下「県市」

という。）において平成２６年度に実施された平成２７年度採用選考を対象として、実技、

面接、筆記等の選考試験内容、特定の資格や経歴等を持つ者を対象とした試験免除や特別

選考、採用選考の内容・基準の公表や不正防止のための取組等採用選考の実施方法につい

て調べ、取りまとめたものです。

その結果のポイントは以下のとおりです。

○模擬授業・場面指導の実施状況

・実践的指導力を観察できる試験方法として、模擬授業は５４県市（前年度同）、場面

指導は４０県市（前年度３８県市）で実施。

○特定の資格や経歴等を持つ者を対象とした特別選考等

・教職経験者や社会人（民間企業等での勤務経験を有する者）経験者など、特定の資格

や経歴等を持つ者を対象とした特別選考が６３県市（前年度６２県市）、一部試験免

除が５１県市（前年度４９県市）で、それぞれ実施。

・特別免許状を活用した選考は３７県市(前年度３３県市)で実施。

・障害のある者を対象とした特別選考は６７県市（前年度同）で実施。

○採用選考の透明性を高めるための取組

・採用選考基準の公表は全６８県市（前年度同）で実施。そのうち、４８県市（前年度

４７県市）で採用基準を全て公表。

本冊子が、各県市において、教員としてふさわしい資質能力を有する人材を確保できる

よう、教員採用選考等をより一層の改善するための一助となることを期待します。

文部科学省初等中等教育局教職員課
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（写）

2 6 初教職第 3 5 号
平成 2 7 年 1 月 3 0 日

各都道府県・指定都市教育委員会

教職員人事主管課長 殿

文部科学省初等中等教育局教職員課長

茂 里 毅

（印影印刷）

教員採用等の改善に係る取組について（通知）

貴教育委員会におかれては、「教員採用等の改善について」（平成 23年 12月 27日
付け 23 文科初第 1334 号、初等中等教育局長通知）等を踏まえ、教員としての適格
性を有する人材や個性豊かで多様な人材を確保するための選考方法等の改善、採用

選考における公平性・透明性の確保を図るための改善等に取り組まれていることと

存じます。

今般、各教育委員会の御協力の下、平成 27年度「教員採用等の改善に係る取組事
例」を作成しました。これは、各教育委員会における今後の取組の工夫・改善に活

用いただけるよう全国的取組状況を取りまとめたものです。

貴教育委員会におかれては、本取組事例とともに、別紙を踏まえ、引き続き、教

員採用等に取り組まれるようお願いします。

本件連絡先：初等中等教育局教職員課研修支援係

03-5253-4111（内線 2987）
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別 紙

１．人物重視の採用選考の実施等

教員の採用選考に当たっては、筆記試験、適性検査、面接、小論文等におい

て、受験者の基本的人権を尊重した公正な採用選考を実施してください。また、

筆記試験だけではなく、面接試験や実技試験等の成績、社会経験、スポーツ活

動、文化活動、ボランティア活動や大学等における諸活動の実績等を多面的な

方法・尺度を用いて総合的かつ適切に評価することにより、より一層人物を重

視し、真に教員としての適格性を有する人材の確保に努めてください。
しん

２．特別免許状の積極的活用

教員の採用選考に当たっては、豊かな体験や優れた知識・能力を有する多様

な人材を確保するため、民間企業等での勤務経験や留学経験のある者、スポー

ツ・文化や青年海外協力隊等国際協力の分野において特に秀でた技能・実績を

有する者等に対する採用選考の実施に努めてください。

その際、受験年齢制限の緩和を図るとともに、特別免許状制度の積極的な活

用について検討してください。

なお、文部科学省において「特別免許状の授与に係る教育職員検定等に関す

る指針」（http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kyoin/1326555.htm）を策定してお
りますので、御参照ください。

３．高度な英語力と指導法を身につけた教員の採用

小・中・高等学校を通じた英語教育全体の拡充・強化が必要とされている中、

文部科学省では、「グローバル化に対応した英語教育改革実施計画」

（http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/25/12/1342458.htm）に基づき、平成 26 年
度から体制整備等を進めています。

新たな英語教育の実現のためには、採用選考を改善促進し、高度な英語力と

指導法を身につけた教員を採用していくことが重要となります。このため、英

語を母国語とする外国人教員や留学などの海外経験を積み高度な英語力を持つ

日本人英語教員の採用選考の促進、英語教員の採用選考に当たり外部検定試験

の一定以上のスコア（英検準１級、TOEFL iBT 80点程度等以上など）の所持
を条件とすることや、面接試験、模擬授業などによる実技試験等によってコミ

ュニケーション能力などの専門性を考慮した採用選考の実施に努めてください。
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４．障害者の採用拡大等

障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び身体障害者補助犬法施行令の

一部を改正する政令（平成 24 年政令第 165 号）が、平成 25 年 4 月 1 日より施
行され、都道府県等の教育委員会にあっては障害者雇用率が 2.0％から 2.2％に
引き上げられました。

また、平成 28年 4月 1日より施行（一部は平成 30年 4月 1日より施行）さ
れる、障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律（平成 25年法
律第 46号）では障害者に対する差別の禁止、合理的配慮の提供義務等が規定さ
れています。

ついては、障害者の採用拡大に向けて、より一層の取組の推進をお願いしま

す。また、教員の採用選考において、試験の解答時間を延長、回答方法を工夫

するなど、選考方法上の工夫等適切な配慮を行うとともに、それらの配慮を実

施することや内容について、広く教職を目指す者が了知できるよう、広報周知

に努めてください。

５．採用における教員免許状の所有状況や有効性の確認

近年、教員免許状を有していない者、失効者、免許状更新講習の受講・修了

及び都道府県教育委員会への手続を行っておらず有効な免許状を所持していな

い者が教員に採用される事案が発生しています。教員採用時には、教員免許状

の原本を確認するとともに、「返納が必要であるにもかかわらず返納されていな

い教員免許状一覧」（http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kyoin/1342205.htm）の
活用や「更新講習修了確認証明書」等の提示を求めることなどにより、免許状

の有効性の確認を徹底していただくようお願いします。

６．大学生等の就職・採用活動時期の後ろ倒しに伴う平成 27年度以降の採用選考の
日程について

平成 27年度以降に実施する就職採用試験については、学生の学修時間の確保
等のため、内閣総理大臣が民間企業の採用選考活動の開始時期を遅らせること

について協力を要請し、国家公務員採用試験日程についても、後ろ倒しの方針

が示されています。教員採用試験については、これまで、民間企業の採用選考

活動の時期や地方公務員採用試験の日程等を参考にしつつ、各教育委員会にお

いて日程を決定し、試験が実施されてきたところですが、これらの動向も踏ま

え、適切に対応していただくようお願いします。
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平成２７年度 公立学校教員採用選考試験の実施方法について

○ 調査の趣旨

文部科学省では、教員採用の改善に資するため、毎年度、各都道府県（47）・指定都

市（20）・豊能地区（大阪府）教育委員会（以下「県市」という。）が実施する公立学校

教員採用選考試験の実施方法について取りまとめ、その概要を公表している。本調査は、

平成26年度に全68県市において実施された平成27年度採用選考試験の実施方法について

取りまとめたものである。

※ 教員採用選考試験を共同で実施している道県と指定都市については、それぞれ１県市として集

計している。

※ 石川県、堺市は１次・２次と試験を区分していないため、１次試験に含めて集計している。

１ 試験実施区分・実施時期等 (第１表)

教員採用のスケジュールについては、以下の時期で実施されている。北海道において

は、採用内定時期を3月から10月へ、群馬県においては、2月から10月に変更した。

①１次試験 6月： 2県市 7 / 1～7 / 7： 5県市 7/8～7/14：17県市
7/15～7/21：25県市 7/22～7/28：19県市

②２次試験 8月：57県市 9月：9県市

③３次試験 9月： 2県市

④合格発表 8月： 1県市 9月：19県市 10月：48県市

⑤採用内定 8・9月： ７県市 10月：54県市 11月：1県市

12月： 2県市 2月： 1県市 3月： 3県市

２ 採用選考試験内容

各県市において、受験者の資質能力、適性を多面的に評価するため、教養・専門など

の筆記試験のほか、面接、実技、作文・論文、模擬授業等を組み合わせて採用選考が実

施されている。以下、平成27年度採用選考における選考方法等の状況について概観する。

※ 以下、（ ）内は前年度の数値である。

（１）実技試験 （第２表－１、第３表、第４表）

小学校の受験者に対しては、58県市 （58）で実技試験が実施されている。

・理科 2県市（2）

・音楽 46県市（45）

・図画工作 6県市（6）

・水泳 44県市（46）

・水泳以外の体育 48県市（49）

・外国語活動 20県市（20）
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中学校及び高等学校の受験者に対しては、音楽、美術、英語、体育等を中心に、

中学校では全68県市（68）、高等学校では56県市（56）で実技試験が実施されている。

・音楽 中学校：68県市（68） 高等学校：42県市（39）

・美術 中学校：65県市（64） 高等学校：35県市（39）

・英語 中学校：68県市（66） 高等学校：56県市（55）

（２）面接試験（第２表－２、第５表）

面接試験は全68県市で実施されている。

① 個人面接を実施 68県市（68）

集団面接を実施 54県市（54）

② 面接担当者は主に教育委員会事務局職員や現職の校長、教頭等であるが、これに

加えて民間企業の人事担当者、臨床心理士、保護者等の民間人等を起用している。

（３）作文・小論文、適性検査、模擬授業・指導案作成・場面指導 （第２表－３、第２

表－４、第６表）

作文・小論文試験は47県市（48）、適性検査は45県市（46）で実施されている。

模擬授業は54県市（54）、学校生活での様々な場面を想定した場面指導は40県市

（38）、指導案作成は17県市（15）で実施されている。

３ 試験免除・特別選考 (第７表、第８表、図１)

教職経験や民間企業等での勤務経験を有する者、英語に係る資格を持つ者、スポーツ

・芸術での技能や実績を持つ者等を対象とした一部試験免除や特別選考、特別免許状を

活用した選考は、次のとおり行われている。

・試験の一部免除 51県市（49）

・特別選考 63県市（62）

・特別免許状を活用した選考 37県市（33）

・いわゆる「教師養成塾」生を対象とした特別選考 10県市（10）

埼玉県、東京都、神奈川県、京都府、大阪府、岡山県、横浜市、静岡市、岡山市、

豊能地区

・教職大学院修了者を対象とした特別選考 5県市（5）

山形県、愛知県、福岡県、北九州市、福岡市

４ 障害のある者への配慮(第８表)

障害のある者を対象とした特別選考を67県市（67）で実施している。また、筆記試験

や実技試験等実施時における配慮、会場等の配慮が行われている。
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５ 受験年齢制限

受験年齢制限については、秋田県が満39歳から満45歳へ、茨城県が満39歳から満44歳

へ緩和を実施した。神奈川県、岐阜県、川崎市は制限なしとなった。

受験可能年齢の上限 県市数（前年度）

制限なし 21県市(18)

51歳～58歳 1県市(1)

41歳～50歳 23県市(22)

36歳～40歳 23県市(27)

30歳～35歳 0県市(0) ※ 年齢は平成26年度末時点

６ 情報公開・不正防止のための措置（第９表）

採用選考の透明性を高めるための取組、不正を防止するための取組については、全て

の県市で行われている。
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第１表　試験実施時期・合格発表時期・採用内定時期
（単位：県市）

3次試験
実施時期
（2県）

6月中･
7/1～7/7

7/8～
7/14

7/15～
7/21

7/22～
7/28

平成20年度 64 － － － － 0 48 15 － － 16 47 1 0 5 40 1 2 0 6 10

平成21年度 64 － － － － 1 48 14 － － 17 47 0 0 5 41 1 2 0 7 8

平成22年度 65 3 19 26 17 0 52 11 1 － 17 47 1 0 4 42 2 1 1 6 9

平成23年度 66 3 21 25 17 0 54 10 1 0 20 45 1 0 7 41 2 1 1 5 9

平成24年度 66 21 3 26 16 0 56 8 2 0 22 44 0 0 8 48 0 1 1 2 6

平成25年度 67 10 16 17 24 0 57 8 2 0 21 46 0 0 7 51 0 1 0 2 6

平成26年度 68 7 19 29 13 0 57 9 2 1 18 49 0 0 6 54 0 2 0 2 4

平成27年度 68 7 17 25 19 0 57 9 2 1 19 48 0 0 7 54 1 2 0 1 3

(注) 　1　1次試験実施時期について、筆記試験と面接試験、実技試験等の日程が異なる県市は、筆記試験の日程としている。また、2県市が6月に実施している。

  　   2　2次試験を複数月にわたり実施している県市については、開始月を実施時期とした。

　　　 3　採用内定時期を複数に分けている県市については、採用比率の一番高い（同比率の場合は最初の）時期を内定時期とした。

7月 9月 9月

～ 7月

最終合格者
発表時期

（68県市）

8月 10月

　　　　　また、1県市が8月に実施している。

3月12月
8月･
9月

10月 11月 2月

採用内定時期
（68県市）

区分

8月 9月 11月 1月

2次試験
実施時期

（68県市）

1次試験
実施時期

（68県市）

12月
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第２表－１　実施方法（実技試験）

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1  北海道 ○ ○ ○ ○  ○ ○

2  青森県 ○ ○ ○ 　 ○ ○

3  岩手県 ○ ○ ○ ○

4  宮城県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 福祉

5  秋田県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6  山形県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

7  福島県 ○ ○ ○ ○ ○

8  茨城県 ○ ○ ○ ○ ○

9  栃木県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10  群馬県 ○ 小学校の指導に関する基礎的実技 ○ ○ 国語、社会、数学 ○ ○

11  埼玉県 　 ○ ○ ○

12  千葉県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 福祉、水産

13  東京都 　 ○ ○

14  神奈川県 　 ○ ○

15  新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

16  富山県 ○ ○ ○ ○ ○ 書道 ○

17  石川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 福祉

18  福井県 ○ ○ ○ ○

19  山梨県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

20  長野県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

21  岐阜県 ○ ○ ○ 　 ○ ○ 国語、社会、数学 ○ ○

22  静岡県 ○ ○ ○

23  愛知県 　 ○ ○

24  三重県 ○ ○ ○ ○ 　 ○ ○

25  滋賀県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

26  京都府 ○ ○ ○ 　 ○ ○

27  大阪府 ○ 　 ○ ○ ○ 工業実習、韓国・朝鮮語、中国語

28  兵庫県 ○ ○ 　 ○ ○ ○ 情報

29  奈良県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

30  和歌山県 ○ ○ ○ ○ 国語 　 ○ ○ 国語、社会、数学 ○ ○ 国語、地理歴史、数学

31  鳥取県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

32  島根県 ○ ○ 　 ○ ○

33  岡山県 ○ ○ 　 ○ ○

34  広島県 ○ ○ 　 ○ ○ ○ 情報、福祉、看護

35  山口県 ○ ○ ○ ○

36  徳島県 ○ ○ ○ ○ ○

37  香川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 福祉

38  愛媛県 ○ ○ ○ ○

39  高知県 ○ ○ ○ 　 ○ ○

40  福岡県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

41  佐賀県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

42  長崎県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 福祉

43  熊本県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

44  大分県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

45  宮崎県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

46  鹿児島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

47  沖縄県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

48  札幌市 ○ ○ ○ ○ 　 ○ ○

49  仙台市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 福祉

50  さいたま市 　 ○

51  千葉市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 福祉、水産

52  横浜市 　 ○

53  川崎市 　 ○

54  相模原市 　 ○

55  新潟市 ○ ○ ○ ○ ○

56  静岡市 ○ ○ ○

57  浜松市 ○ ○

58  名古屋市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

59  京都市 ○ ○ ○ ○ ○

60  大阪市 ○ ○ 　 ○ ○

61  堺市 ○

62  神戸市 ○ ○ ○ ○

63  岡山市 ○ ○ 　 ○

64  広島市 ○ ○ 　 ○ ○ ○ 情報、福祉、看護

65  北九州市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

66  福岡市 ○ ○ ○ ○ ○ 地理歴史（世界史）

67  熊本市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

68  豊能地区 ○ ○ ○ ○ ○

1 1 6 40 2 4 13 31 8 40 7 14 42 49 37 42

(1) (1) (6) (39) (3) (3) (13) (33) (10) (41) (8) (13) (42) (49) (36) (42)

56

2 2
(10)

2 11

1
次

2
次

音楽
図画
工作

水泳
外国語
活動

その他の教科 その他の教科

小学校 中学校

理科
水泳以外
の体育

区分 各教科各教科 その他の教科

高校
実技試験

48 20 2
(2) (45) (6)

2 46 6

(2) (2) (1)

1

(49) (20) (1)

1
(0) (1)

68 4 13

    　3　中学校における「各教科」とは、理科・保健体育・音楽・美術・英語・技術・家庭をいう。高等学校における「各教科」とは、
       　理科・保健体育・家庭・農業・工業・商業・音楽・美術・英語・書道をいう。

   　 2  中学校・高等学校教諭の募集を同一の採用枠内で行っている場合は中学校に含めている。特別支援学校教諭の募集を他の校種と
　　   　同一の採用枠内で行っている場合は、他の校種に含めている。

(46)

44
合計

(注)　1　合計については、実施した県市の実数である。（  ）内は昨年度。

(11)(68) (4) (56)
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第２表－２　実施方法（面接）

1
次

2
次

3
次

1
次

2
次

3
次

1
次

2
次

3
次

1
次

2
次

3
次

1
次

2
次

3
次

1
次

2
次

3
次

1
次

2
次

3
次

1
次

2
次

3
次

1
次

2
次

3
次

1
次

2
次

3
次

1
次

2
次

3
次

1
次

2
次

3
次

1
次

2
次

3
次

1
次

2
次

3
次

1  北海道 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2  青森県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3  岩手県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4  宮城県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5  秋田県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6  山形県 ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ○

7  福島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

8  茨城県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9  栃木県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10  群馬県 ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○

11  埼玉県 ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

12  千葉県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

13  東京都 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

14  神奈川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

15  新潟県 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎

16  富山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

17  石川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

18  福井県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

19  山梨県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

20  長野県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

21  岐阜県 ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○

22  静岡県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ◎ ○

23  愛知県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

24  三重県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

25  滋賀県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

26  京都府 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

27  大阪府 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

28  兵庫県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

29  奈良県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

30  和歌山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

31  鳥取県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

32  島根県 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

33  岡山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

34  広島県 ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ○

35  山口県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

36  徳島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

37  香川県 ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ○

38  愛媛県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

39  高知県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

40  福岡県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

41  佐賀県 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

42  長崎県 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

43  熊本県 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

44  大分県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

45  宮崎県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

46  鹿児島県 ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○

47  沖縄県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

48  札幌市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

49  仙台市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

50  さいたま市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

51  千葉市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

52  横浜市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

53  川崎市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

54  相模原市 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

55  新潟市 ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ◎ ○

56  静岡市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

57  浜松市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

58  名古屋市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

59  京都市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

60  大阪市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

61  堺市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

62  神戸市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

63  岡山市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

64  広島市 ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ○

65  北九州市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

66  福岡市 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎

67  熊本市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

68  豊能地区 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

14 64 1 31 31 1 12 64 2 32 31 1 7 55 2 27 27 1 9 55 2 28 27 1 12 64 1 32 30 1 6 36 0 17 18 0 43 65 2 14 65 2 32 31 1
(14) (64) (1) (32) (30) (1) (12) (64) (2) (33) (30) (1) (7) (55) (2) (28) (28) (1) (9) (53) (2) (29) (25) (1) (12) (64) (1) (33) (29) (1) (6) (37) (0) (19) (18) (0) (44) (65) (2) (14) (65) (2) (33) (30) (1)

      3　○は面接を1回、◎は2回以上実施したことを表す。

(注)　1  合計については、実施した県市の実数である。（  ）内は昨年度。

      2  中学校・高等学校教諭の募集を同一の採用枠内で行っている場合は中学校に含めている。特別支援学校教諭の募集を他の校種
         と同一の採用枠内で行っている場合は、他の校種に含めている。

個人

面接

30 68

集団

68 54

個人 集団

合計

(68)

小

個人

養教特支

集団個人

高

個人 集団 個人集団

中 栄教

2
次

区分 集団 個人 集団

5868 54 4558

計

1
次

3
次

68
(54)

5447 68 3854
(32)(54) (68) (54) (68) (54) (68)(58) (39)(46) (68)(56)(47)
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第２表－３　実施方法（作文小論文、適性検査）

計

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

3
次

1  北海道 ○

2  青森県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3  岩手県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4  宮城県 ○

5  秋田県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6  山形県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

7  福島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

8  茨城県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9  栃木県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10  群馬県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

11  埼玉県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

12  千葉県 ○

13  東京都 ○ ○ ○ ○ ○ ○

14  神奈川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

15  新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

16  富山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

17  石川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

18  福井県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

19  山梨県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

20  長野県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

21  岐阜県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

22  静岡県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

23  愛知県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

24  三重県
25  滋賀県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

26  京都府 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

27  大阪府 ○ ○ ○

28  兵庫県
29  奈良県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

30  和歌山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

31  鳥取県 ○

32  島根県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

33  岡山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

34  広島県
35  山口県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

36  徳島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

37  香川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

38  愛媛県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

39  高知県 ○

40  福岡県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

41  佐賀県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

42  長崎県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

43  熊本県
44  大分県 ○

45  宮崎県 ○

46  鹿児島県 ○

47  沖縄県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

48  札幌市 ○

49  仙台市 ○

50  さいたま市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

51  千葉市 ○

52  横浜市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

53  川崎市 ○ ○ ○ ○ ○

54  相模原市 ○ ○ ○ ○ ○

55  新潟市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

56  静岡市 ○ ○

57  浜松市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

58  名古屋市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

59  京都市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

60  大阪市
61  堺市
62  神戸市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

63  岡山市 ○ ○ ○ ○ ○

64  広島市
65  北九州市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

66  福岡市 ○

67  熊本市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

68  豊能地区
15 35 14 35 10 30 12 30 14 35 7 20 15 37 13 35 2
(14) (36) (13) (35) (10) (30) (11) (30) (13) (35) (6) (20) (15) (38) (9) (40) (2)

(注)　1  合計については、実施した県市の実数である。（　）内は昨年度。

      2  中学校・高等学校教諭の募集を同一の採用枠内で行っている場合は中学校に含めている。特別支援学校教諭の募集を他の校
         種と同一の採用枠内で行っている場合は、他の校種に含めている。

区分

41 46 25

養教

45

栄教

47

適性検査

作文小論文
特支

(48)

47
(25)(41) (46)

合計

(39)(46) (45)

小

(48)

46

高中

38
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第２表－４　実施方法（模擬授業、場面指導、指導案作成）

計 計 計

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1
次

2
次

1  北海道 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2  青森県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

3  岩手県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4  宮城県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5  秋田県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6  山形県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

7  福島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

8  茨城県 ○ ○

9  栃木県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

10  群馬県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

11  埼玉県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

12  千葉県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

13  東京都 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

14  神奈川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

15  新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

16  富山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

17  石川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

18  福井県
19  山梨県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

20  長野県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

21  岐阜県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

22  静岡県 ○ ○ ○ ○

23  愛知県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

24  三重県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

25  滋賀県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

26  京都府 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

27  大阪府 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

28  兵庫県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

29  奈良県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

30  和歌山県 ○ ○ ○ ○ ○

31  鳥取県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

32  島根県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

33  岡山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

34  広島県 ○ ○ ○ ○ ○

35  山口県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

36  徳島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

37  香川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

38  愛媛県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

39  高知県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

40  福岡県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

41  佐賀県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

42  長崎県 ○ ○ ○ ○ ○

43  熊本県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

44  大分県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

45  宮崎県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

46  鹿児島県
47  沖縄県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

48  札幌市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

49  仙台市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

50  さいたま市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

51  千葉市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

52  横浜市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

53  川崎市 ○ ○ ○ ○ ○

54  相模原市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

55  新潟市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

56  静岡市
57  浜松市 ○ ○ ○ ○

58  名古屋市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

59  京都市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

60  大阪市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

61  堺市 ○ ○ ○ ○ ○

62  神戸市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

63  岡山市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

64  広島市 ○ ○ ○ ○ ○

65  北九州市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

66  福岡市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

67  熊本市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

68  豊能地区 ○ ○ ○ ○

2 47 3 49 1 44 2 38 2 28 0 23 3 51 1 24 1 23 0 18 0 23 1 34 1 15 1 39 0 12 1 14 0 11 0 11 0 10 1 7 2 15

(2) (48) (3) (49) (1) (44) (2) (39) (2) (28) (0) (24) (3) (51) (3) (21) (3) (20) (1) (15) (1) (21) (3) (33) (2) (13) (3) (36) (0) (12) (0) (14) (0) (11) (0) (11) (0) (11) (0) (8) (0) (15)

場面指導

40
(8)(11)

11

指導案作成

(11) (11)

17

養教中

23

模擬授業

5423

小

30 12 1535 161824

栄教

(15)

10 811
(54)

栄教中 高 特支

25

高 養教 小特支 中小栄教養教特支高

区分

(41)

52 45 40
(50)

合計
49

(注)　1  合計については、実施した県市の実数である。（　）内は昨年度。

(52) (45) (12)(38)

      2  中学校・高等学校教諭の募集を同一の採用枠内で行っている場合は中学校に含めている。特別支援学校教諭の募集を他の校種
         と同一の採用枠内で行っている場合は、他の校種に含めている。

(24) (23) (22) (16) (14)(22)(30) (35) (15)
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第３表 小学校の実技試験実施状況 
（単位：県市） 

区分 水泳 体育実技 音楽 図画工作 外国語活動 

平成 23 年度 

1 次 16 12 6 2 5 

2 次 40 44 44 8 10 

計 56 54 50 10 14 

平成 24 年度 

1 次 14 10 4 2 5 

2 次 37 42 41 5 13 

計 51 50 45 7 17 

平成 25 年度 

1 次 １2 10 5 3 7 

2 次 34 43 40 5 15 

計 46 51 45 8 21 

平成 26 年度 

1 次 13 10 6 3 8 

2 次 33 41 39 3 13 

計 46 49 45 6 20 

平成 27 年度 

1 次 13 8 6 2 7 

2 次 31 40 40 4 14 

計 44 48 46 6 20 

（注） 1 計については、実施した県市の実数である。 

 

 
 
第４表 中学校・高等学校の実技試験実施状況 

（単位：県市） 

区分 理科 
保健 

体育 
音楽 美術 書道 英語 

技術 

工業 
家庭 農業 商業 

平成 23 年度 

中学校 14 66 66 62 1 64 38 47 - - 

高等学校 8 53 40 36 21 51 12 32 10 7 

平成 24 年度 

中学校 15 65 63 61 1 63 36 47 - - 

高等学校 8 51 40 40 22 50 11 28 12 6 

平成 25 年度 

中学校 15 67 65 63 1 65 38 48 - - 

高等学校 8 51 38 39 19 53 11 33 12 6 

平成 26 年度 

中学校 15 68 68 64 1 66 39 48 - - 

高等学校 8 53 39 39 23 55 13 31 11 9 

平成 27 年度 

中学校 15 68 68 65 1 68 39 49 - - 

高等学校 8 53 42 35 23 56 13 35 12 9 
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第５表 面接試験の実施状況 

(単位：県市) 

区分 

実施状況 実施方法 面接担当者への民間人起用 

1 次試験 

で実施 

2 次試験 

で実施 

1次2次 

両方で実施 

個人面接 

を実施 

集団面接 

を実施 

個人・集団 

両方を実施 

民間企業 

関係者 

臨床心理士・ 

ｽｸー ﾙｶｳﾝｾﾗー  
その他 計 

平成 23 年度 43 63 41 66 52 52 48 25 36 61 

平成 24 年度 40 63 38 66 52 52 48 24 35 62 

平成 25 年度 45 64 43 67 55 55 49 24 35 62 

平成 26 年度 44 65 42 68 54 54 49 26 39 62 

平成 27 年度 43 65 41 68 54 54 49 26 40 62 

(注) 「面接担当者への民間人起用」の計については、実施した県市の実数である。 

    

 

 
第６表 作文・小論文、模擬授業、場面指導、指導案作成、適性検査の実施状況 

（単位：県市） 

区分 作文・論文 模擬授業 場面指導 指導案作成 適性検査 

平成 23 年度 48 52 41 23 51 

平成 24 年度 48 55 35 21 48 

平成 25 年度 46 55 37 16 49 

平成 26 年度 48 54 38 15 46 

平成 27 年度 47 54 40 17 45 

 
 
 
第７表 特定の資格や経歴等を持つことによる試験免除の実施状況 

（単位：県市） 

区分 英語の資格 
情報処理に 

よる資格 

スポーツ・芸術 

での技能や実績 

教職経験 

（現職教員を含む） 
その他 計 

平成 23 年度 21 5 ７ 33 34(7) 46 

平成 24 年度 19 3 7 33 36(6) 48 

平成 25 年度 18 2 9 35 37(8) 48 

平成 26 年度 17 2 10 35 42(10) 49 

平成 27 年度 19 2 9 40 45(12) 51 

(注) 1  （ ）内は民間企業等での勤務経験による試験免除を実施している県市の実数である。 

     2  一部試験に替え、小論文等の代替試験を課している県市も含む。 

     3  計については、実施した県市の実数である。 
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第８表 特別選考の実施状況 
（単位：県市） 

区分 

特別選考

を実施した

県市の数 

特 別 選 考 の 実 施 内 容 
障害の 

ある者 英語の 

資格 

スポーツ 

・芸術 
社会人 

現職教員

又は 

教職経験 

「教師養

成塾」生 

教職大学

院修了者 
その他 

平成 23 年度 59 (28) 15 (1) 31 (5) 38 (24) 32 5 2 23 (3) 64 

平成 24 年度 6１ (29) 15 (1) 32 (5) 36 (24) 33 4 4 22 (3) 65 

平成 25 年度 6１ (29) 16 (2) 33 (5) 39 (25) 34 8 4 23 (3) 65 

平成 26 年度 62 (30) 16 (2) 34 (5) 40 (25) 36 10 5 27 (4) 67 

平成 27 年度 63 (34) 19 (4) 36 (6) 40 (29) 36 10 5 29 (5) 67 

(注)  （ ）内は特別免許状を活用した選考を実施している県市の実数である。 

 

図１ 特別選考の実施状況の推移 

 
 

第９表 採用選考の内容・基準の公表 
                             （単位：県市） 

区分 試験問題の公表 解答の公表 配点の公表 
採用選考基準 

の公表 

成績の本人 

への開示 

平成 23 年度 66 66 66 66 66 

平成 24 年度 66 66 66 66 66 

平成 25 年度 67 67 67 67 67 

平成 26 年度 68 68 68 68 68 

平成 27 年度 68 68 68 68 68 

(注) 1  一部公表及び開示請求による開示を含む。 
※採用選考基準の公表を行っている 68 県市のうち、選考基準を全て公表しているのは以下の 48 県市 

北海道、青森県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、 
石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、滋賀県、京都府、広島県、山口県、徳島県、香川県、 
愛媛県、高知県、福岡県、長崎県、熊本県、大分県、鹿児島県、札幌市、仙台市、千葉市、横浜市、川崎市、相模原市、

静岡市、浜松市、名古屋市、大阪市、広島市、北九州市、福岡市、熊本市、豊能地区 
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